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連結経営指標等 

 
 (注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

 ２ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、希薄化効果を有する潜在株式が存在 

 しないため記載しておりません。  

  

第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第57期

第１四半期連結 
累計(会計)期間

第56期

会計期間
自 平成20年４月１日
至 平成20年６月30日

自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日

売上高 (百万円) 65,092 265,200

経常利益 (百万円) 1,451 3,914

四半期(当期)純利益 (百万円) 718 2,111

純資産額 (百万円) 50,666 49,682

総資産額 (百万円) 109,851 110,050

１株当たり純資産額 (円) 1,480.28 1,449.57

１株当たり四半期 
(当期)純利益

(円) 23.14 68.01

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益

(円) ― ―

自己資本比率 (％) 41.8 40.9

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,350 3,870

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,109 △5,644

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △428 △1,128

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高

(百万円) 7,926 11,502

従業員数 (人)
5,975

     (667)   
5,733 
 (651)
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当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれてい

る事業の内容に重要な変更はありません。 

 また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

  
当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

平成20年６月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であります。  

２ 臨時従業員数の平均人数を（ ）外数で記載しております。  

３ 臨時従業員には、季節工、パートタイマー及び契約社員等を含み、派遣社員を除いております。 

  

平成20年６月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員であります。  

  

  

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

従業員数(人) 5,975 (667)

(2) 提出会社の状況

従業員数(人) 1,477
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当第１四半期連結会計期間における自動車座席事業等について、その品目別に区分すると、次のとおり

であります。なお、不動産関連事業については「その他」の項目に含めております。  

 
(注) １ 金額は販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

 
(注) １ 金額は販売価格によっております。  

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

 (1) 生産実績

品目 金額(百万円) 構成比率(％)

自動車座席

乗用車

座席完成品 56,543 87.8

座席部品 2,852 4.4

トラック・ 
バス

座席完成品 1,829 2.9

座席部品 140 0.2

その他 1,829 2.8

その他 1,188 1.9

合計 64,384 100.0

 (2) 受注状況

品目
受注高
(百万円)

構成比率
(％)

受注残高 
(百万円)

構成比率
(％)

自動車座席

乗用車

座席完成品 61,747 87.9 60,679 88.9

座席部品 3,437 4.9 2,171 3.2

トラック・ 
バス

座席完成品 2,006 2.9 2,173 3.2

座席部品 181 0.2 171 0.2

その他 1,710 2.4 2,355 3.5

その他 1,170 1.7 651 1.0

合計 70,253 100.0 68,203 100.0
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 (注) １ 金額は販売価格によっております。  

 ２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 ３ 主な相手先別販売実績及びそれぞれの総販売実績に対する割合 

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

  
当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

  
文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会

社）が判断したものであります。 

当第１四半期連結会計期間における経済環境は、中国など新興国での成長は継続したものの、米国発

の金融不安の拡大、原油をはじめとする諸物価の高騰等の影響により、先進諸国の経済成長は鈍化し、

世界経済の減速感が強まりました。 

  また、自動車業界では、ガソリン高騰による北米地域での大型車販売不振や原材料価格の高騰等の影

響もあり、先行き不透明な厳しい状況が続いております。 

  このような状況のもと、当社グループは、「ビジョン２０１０」で掲げた目標を早期に実現すべく、

グローバル事業の安定化に向けた取組みを進めておりますが、その結果、当第１四半期連結会計期間に

おける業績は、売上高 650億9千2百万円、営業利益 6億6千2百万円、経常利益14億5千1百万円、四半期

純利益7億1千8百万円となりました。 

  

 (3) 販売実績

品目 金額(百万円) 構成比率(％)

自動車座席

乗用車

座席完成品 56,910 87.4

座席部品 3,161 4.9

トラック・ 
バス

座席完成品 1,835 2.8

座席部品 139 0.2

その他 1,828 2.8

その他 1,217 1.9

合計 65,092 100.0

相手先 金額(百万円) 割合(％)

本田技研工業株式会社 10,596 16.3

ホンダ オブ アメリカ  
マニュファクチュアリングINC．

10,293 15.8

日産自動車株式会社 9,284 14.3

ホンダ カナダINC. 7,136 11.0

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態及び経営成績の分析】

(1) 経営成績の分析
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事業別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

  ①自動車座席事業等 

新規受注車種を中心に販売が順調に推移したことから、売上高は649億4千1百万円、営業利益

は8億1百万円となりました。 

 ②不動産関連事業 

保有資産の有効活用と安定した収益の確保を目的に、当社において不動産賃貸事業を行ってお

ります。売上高は1億5千1百万円、営業利益は8千5百万円となりました。  

  

 所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

 ①日   本 

新規受注車種の立上がりによる販売効果などにより、売上高は364億7千4百万円、営業利益は8

億3百万円となりました。 

 ②米    国 

前期に立ち上がった新型車の販売が順調に推移していることから、売上高は136億6千7百万

円、営業利益は2億1千4百万円となりました。 

 ③カ ナ ダ 

一部受注車種の減産影響を受け、売上高71億3千6百万円、営業損失1億5千2百万円となりまし

た。 

 ④メキシコ 

米国向け車種の減産影響を受け、売上高54億2千4百万円、営業損失1億9千9百万円となりまし

た。 

 ⑤フランス 

部品販売等により売上高は1億4千万円となりましたが、固定費を吸収するまでに至っておら

ず、営業損失2千4百万円となりました。 

 ⑥中  国 

自動車市場の急速な成長を背景に、販売は順調に推移しており、売上高は22億4千8百万円、営

業利益は2億4千3百万円となりました。 

  

当第１四半期連結会計期間末における資産合計は、1,098億5千1百万円と前連結会計年度末に比べ1億

9千8百万円減少しました。これは主に、受取手形及び売掛金の増加、時価評価による投資有価証券の増

加があったものの、現金及び預金が減少したことによるものであります。  

 負債合計は、591億8千5百万円と前連結会計年度末に比べ11億8千3百万円減少しました。これは主

に、支払手形及び買掛金の減少、未払法人税等の納税によるものであります。  

 純資産合計は、506億6千6百万円と前連結会計年度末に比べ9億8千4百万円増加しました。これは主

に、為替換算調整勘定は減少したものの、四半期純利益の計上や在外子会社の会計処理に関する当面の

取扱いの適用に伴う利益剰余金の増加、その他有価証券評価差額金の増加によるものであります。   

  

当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、79億2千6

百万円と前連結会計年度末に比べ35億7千5百万円の減少となりました。 
  

(2) 財政状態の分析

(3) キャッシュ・フローの状況
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（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果支出した資金は、23億5千万円となりました。これは主に、税金等調整前四半期純

利益13億9千4百万円、減価償却費12億5百万円となったものの、法人税等の支払12億2千6百万円、売

上債権の増加9億7千7百万円、たな卸資産の増加4億7千5百万円、仕入債務の減少9億4千2百万円によ

り資金が減少したことによるものであります。 
  
（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果支出した資金は、11億9百万円となりました。これは主に、有形固定資産の取得14

億5千3百万円によるものであります。 
  
（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果支出した資金は、4億2千8百万円となりました。これは主に、短期借入金の返済1億

7千万円、配当金の支払1億3千9百万円によるものであります。 

  

当第１四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。 

  

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その

内容等（会社法施行規則第127条各号に掲げる事項）は次のとおりであります。 

  

①基本方針の内容 

日本の企業社会の構造は大きく変わりつつあります。株式持合い構造の解消による安定株主の減

少、グローバル化の進展に伴う競争の激化、企業買収に関わる法制度の改正等、企業を取り巻く経営

環境が大きく変化してきております。こうした中で、友好的な企業買収のみならず、敵対的な企業買

収も生じうる環境になりつつあります。敵対的な企業買収の中には、その目的や買収後の経営方針等

に鑑み会社の企業価値を損なうものや、会社や株主に対して買収提案の内容等を検討する十分な時間

や情報を与えないもの等、会社の株主等ステークホルダーの利益を害する不適切なものがあり得ま

す。 

当社は、創業以来、自動車シートの専門メーカーとして、多くの自動車メーカーよりお取引きいた

だいております。このビジネスの特長を活かして、今日まで事業を維持、発展させてまいりました。

国内における自動車メーカーと自動車シートメーカーとの取引関係は特定されているのが一般的であ

り、当社は極めてユニークな存在であります。今後とも、このビジネスの強みを安定的に維持、発展

していくためには、特定の企業グループにくみすることなく、当社の独自性に基づく自主自立の企業

環境を継続していくことが前提となります。  

 現在、当社は長期の事業目標を実現するために、中期事業計画の実行を通して、事業形態をグロー

バル化し、企業価値の向上を目指しております。この実行に当たっては、ビジネスの拡大が前提条件

となり、そのためにも当社の独自性を維持することが不可欠であります。  

 一方で、不適切な企業買収が行われた場合には、当社の独立系メーカーとしての独自性や企業価値

向上策が阻害され、重要な顧客や収益機会を喪失することが懸念されます。このような事態が生じた

場合は、当社の企業価値が大きく毀損される恐れがあります。 

 このため当社は、不適切な企業買収に対しては、必要かつ相当な対抗を行うことにより、当社の企

業価値及び株主等ステークホルダーの利益を守る必要があると考えております。  

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題
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②当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する特別な取り組み  

当社が関連する国内の自動車業界におきましては、市場も一段と成熟化が進み、今後生産量の大幅

な増加は期待できない環境下にあります。これに伴い、自動車シート業界におきましても、この環境

変化に対応した変革が求められております。自ずと国内市場だけでは限界があり、海外市場への展開

が課題となっております。当社は、この環境のもとで、更なる企業価値の向上を目指した長期の事業

目標として「ビジョン２０１０」を策定し、平成22年（2010年）度までに、海外市場に対応できる企

業を目指しております。  

「ビジョン２０１０」で策定した事業目標は次のとおりです。  

 ・世界の主要拠点で、開発から生産まで一貫した事業展開をすること  

 ・技術開発力で、業界トップクラスの評価を受けること  

 ・世界市場で優位に立つために必要な事業規模（世界シェア５％）になること  

 ・グローバルで対応ができる事業体質をもつこと  

 また、新たな経営理念として「私たちは技術の創造を通じて、世界のお客様に信頼と感動を与える

商品を提供し、社会に貢献する」を掲げて、世界トップレベルの自動車シートメーカーを目指してい

ます。  

 具体的には、平成22年度までの長期目標を実現するために、前期中期事業計画（平成17年度～平成

19年度）と後期中期事業計画（平成20年度～平成22年度）のニ段階で達成することにしています。  

 まず、前期中期事業計画では、次の施策を展開しております。  

 ・北米地域における開発拠点の拡充と欧州地域における基盤整備  

 ・米国、英国、中国における日産事業の展開  

 ・メキシコ事業の拡充  

 この前期中期事業計画を実施することで、グローバル企業への足固めをしてまいります。  

 後期中期事業計画では、これらの積極策を着実に積み重ね、競争力をさらに高めていくことで、平

成22年度までにグローバルシートメーカーの仲間入りを果たしたいと考えております。  

 こうした企業価値の向上に取り組む一方、コンプライアンスの観点からは、倫理委員会の設置や社

内通報制度の導入を行い、社内体制を整備しております。  

 また、経営管理機能の強化と透明性の確保のために、社外取締役、社外監査役の選任、取締役の任

期１年への短縮などを実施しており、コーポレートガバナンスの充実に務めております。  

 なお、当社の事業展開等に関しまして、株主や投資家の皆様により理解していただくため、積極的

なIR活動を展開してきております。 

  

③基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止す

るための取り組み 

当社は、平成18年６月28日に開催された定時株主総会において、当社取締役会の事前の賛同を得な

い特定の株主による当社株券等の保有割合が20％以上の結果となる、当社株券等の取得や買収提案へ

の対応方針として、新株予約権と信託の仕組みを利用したライツプランを導入いたしました。信託型

ライツプランは、当社が予め信託銀行に新株予約権を発行し、将来当社や当社のステークホルダーの

利益を害する買収が行われた場合には、信託銀行から受益者である全株主に対して新株予約権が交付

され、当該買収者とその一定範囲の関係者等以外の全株主が新株予約権を行使して極めて低い価額で

当社普通株式を取得することができるようにする仕組みであります。  
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④取組みに対する当社取締役会の判断及び理由 

当社が導入した信託型ライツプランは、導入に際して有効期間の限定、新株予約権の消却の可能

性、新株予約権を行使することができない客観的条件の設定等、買収防衛策が経営陣の保身のために

恣意的に利用されることがないよう、合理性を十分有しております。また、本信託型ライツプランを

導入するに当たり、新株予約権に関する細則を制定し、この細則に基づき、当社経営陣から独立した

第三者機関として、社外取締役、社外監査役及び社外の有識者で構成される特別委員会を設置し、こ

の特別委員会が、当社に対する企業買収発生時に、株主等ステークホルダーの皆様の立場に立ち、信

託型ライツプランの発動の適切性を判断する役割を担います。 

 当社は、弁護士や専門家の見解を踏まえ、導入について真摯に検討を重ねた結果、当社の現状・特

性を考慮した場合、現行法制度のもとで当該信託型ライツプランを採用することが、当社の株主等ス

テークホルダーの皆様の利益を守るための合理的手段として、最も望ましい方策であると考えており

ます。  

  

なお、発行された新株予約権の詳細につきましては、第４ 提出会社の状況 １ 株式等の状況 (2)

「新株予約権等の状況」に記載しております。 

  

当第１四半期連結会計期間の研究開発費の総額は6億9千2百万円であります。 

  

  

(5) 研究開発活動

‐9‐



当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却

等について、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。 

また、当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありませ

ん。 

  

第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

(2) 設備の新設、除却等の計画
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(注)提出日現在の発行数には、平成20年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は、含まれておりません。  

  

第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 140,000,000

計 140,000,000

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成20年６月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成20年８月８日)

上場金融商品取引所 
名又は登録認可金融 
商品取引業協会名

内容

普通株式 35,022,846 35,022,846
東京証券取引所 
(市場第一部)

―

計 35,022,846 35,022,846 ― ―

‐11‐



第１回信託型ライツプラン新株予約権  

  当社は、平成18年5月16日に開催された取締役会において、当社取締役会の事前の賛同を得ない特

定の株主による当社株券等の保有割合が20％以上の結果となる当社株券等の取得や買収提案への対応

方針として、新株予約権と信託の仕組みを利用したライツプラン(以下「信託型ライツプラン」とい

います。)を導入することとし、その一環として新株予約権を無償で発行することの承認を求める議

案を平成18年6月28日開催の当社第54回定時株主総会(以下「本定時株主総会」といいます。)におい

て承認されております。  

  

 
（注）１  三井アセット信託銀行株式会社（以下「信託銀行」といいます。）に対して、取締役会決議を経て本

新株予約権の無償割り当てを行っております。当社は、本新株予約権の割当と同時に、本新株予約権

を信託財産とする信託契約を締結しております。また、信託銀行は、当該新株予約権を信託財産とし

て受益者のために管理しております。将来買収者が出現した場合、信託銀行は、信託契約に定められ

る手続に従って確定される新株予約権の交付を受けるべき受益者に対して、法令等によって要求され

る所定の手続を経たうえで、新株予約権を交付することになります。  

  

(2) 【新株予約権等の状況】

株主総会の特別決議日（平成18年６月28日）

第１四半期会計期間末残高
（平成20年６月30日現在）

付与対象者 （注）１

新株予約権の数（個） 70,000,000

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 70,000,000

新株予約権の行使時の払込金額

(1)新株予約権の行使に際して払込をなすべき額は、各新
株予約権の行使により交付する株式1株当たりの払込
金額（以下「行使価額」という。）を1円とし,これに
割当株式数を乗じた額であります。

(2)行使価格は、１円であります。

新株予約権の行使期間

 平成18年7月3日から平成21年6月30日まで、平成21年6
月30日以前に権利発動事由が発生した場合には、当該権
利発動事由が発生した日の翌営業日から4カ月経過した日
までとし、また行使期間の最終日が払込取扱場所の休業
日にあたるときは、その翌営業日を最終日といたしま
す。 

新株予約権の行使により株式を発行する 
場合の株式の発行価格及び資本組入額

 新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格は、行使価格とする。新株予約権の行使により
当社株式を発行する場合の資本組入額は、株式の発行の
全額といたします。

新株予約権の行使の条件 （注）２

新株予約権の譲渡に関する事項  当社取締役会の承認を要します。

取得条項に関する事項  取得状況はありません。

信託の設定の状況
 当社を委託者として三井アセット信託銀行株式会社を
受託者とする信託契約を締結し、信託を設定しておりま
す。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交 
付に関する事項

―
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        ２  新株予約権の行使の条件は次のとおりです。 

  ①  信託型ライツプランの導入に伴い発行される本新株予約権は、これを行使すると１個当たり当社の

普通株式を原則として１株取得することができるものです。 

  本新株予約権は、買収者が、本新株予約権の割当日の前後を問わず、（a）当社株券等について20％

以上の株券等保有割合を保有する者または保有すると取締役会が認める者になったとして公表がなさ

れた日から10日間が経過したとき、または、（b）当社株券等について、買付け後における株券等所有

割合が特別関係者のそれとあわせて20％以上となるような公開買付開始公告を行った日から10日間が

経過したとき(以下、上記(a)に定める事由と併せて「権利発動事由」と総称し、権利発動事由が発生

した時点を「権利発動事由発生時点」といいます。)に限り、買収者等に該当しない者のみが、これを

行使することができます。  

  一方、当社取締役会は、新株予約権細則に従い、買収者等が当社の株券等の取得または所有をして

も、不適切な企業買収者としての性質を有しない者と認めて権利発動事由が発生しないようにし、ま

た、この10日という期間を延期することにより権利発動事由発生時点を延期することもできます。こ

の買収を提案する者を不適切な企業買収者としての性質を有しない者として権利を発動させない旨の

決定および権利発動事由発生時点の延期に関する決定につきましては、新株予約権細則に定められる

手続に従い、下記で述べる特別委員会の勧告を最大限尊重して判断されます。  

  

  ②  本新株予約権は、買収者の買収に関し権利発動事由が生じた場合において、当該買収につき、次の

(a)ないし(e)に規定する事由がいずれも存在しない場合や、いずれかの事由が存在する場合でも新株

予約権を行使させることが相当でない場合には、行使することができないものとされています。  

(a) 当該買収が買収の目的や買収後の経営方針等に鑑み、当社の企業価値を損なうことが明白である

こと 

(b) 当社取締役会が当該買収について十分な情報を取得できないこと、またはこれを取得した後、当

該買収に対する代替案を提示するために合理的に必要な期間が存しないこと  

(c) 当該買収に係る取引の仕組みがいわゆる強圧的二段階買収など買収に応じることを当社の株主の

皆様に事実上強要するものであること  

(d) 当該買収の条件（対価の価額・種類、買収の時期、買収方法の適法性、買収実行の蓋然性、買収

後における当社の従業員、取引先、顧客、地域社会その他の当社に係る利害関係者の皆様の処遇

方針等を含みます。）が、当社の企業価値に鑑み不十分または不適切であること  

(e) 上記(a)から(d)のほか、当該買収またはこれに係る取引が当社の最善の利益（当社の株主、従業

員、取引先、顧客、地域社会その他の当社に係る利害関係者の利益が勘案されるものとしま

す。 ）を害する重大なおそれがあること  

  

  ③ 買収者による買収に関し権利発動事由が生じた場合において、当社取締役会が提示または賛同す

る、当該買収とは別の代替案が存在し、当該代替案が当社に係る支配権の移転を伴う場合で、かつ、

以下の4つの条件がすべて満たされる場合には、新株予約権は行使することができないものとされてい

ます。  

(a) 当該買収が当社が発行者である株式すべてを現金により買付ける旨の公開買付けのみにより実施

されること  

(b) 当該買収が買収の目的や買収後の経営方針等に鑑み当社の企業価値を損なうことが明白でないこ

と  

(c) 当該買収に係る取引の仕組みがいわゆる強圧的二段階買収など買収に応じることを当社の株主の

皆様に事実上強要するものでないこと  

(d) 当該買収またはこれに係る取引が当社の最善の利益を害する重大なおそれがないこと 

 

  

      上記②(a)ないし(e)に規定する各事由の該当性、いずれかの事由が存在する場合における新株予約

権行使の相当性、さらに上記③(a)ないし(d)の各条件が充足するか否かにつきましては、新株予約権

細則に定められる手続に従い、当社取締役会が下記で述べる特別委員会の勧告を最大限尊重して判断

します。  

  なお、上記②(a)あるいは③(b)の買収の目的や買収後の経営方針等に関する情報の収集方法等につ

きましては、下記で記載するとおりです。  

  

 ④ 買収者の買収に関し権利発動事由が生じた場合において、新株予約権を行使することができない場合

に該当するときには、当社は新株予約権全部を無償で取得したうえ、消却しなければならないとされ

ています。  
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    特別委員会  

  当社取締役会は、信託型ライツプランの導入に際し、当該プランが当社や株主等ステークホルダー

の皆様の利益のために合理的に運用されることを担保するため、新株予約権細則を採択するととも

に、特別委員会を設置することを決議いたしました。  

  特別委員会を構成する委員は、3名以上とし、当社の業務執行を行う経営陣から独立している当社社

外取締役、社外監査役および社外の有識者の中から、当社取締役会により選任されます。特別委員会

の委員は、社外取締役として木津川迪洽氏、社外監査役として河合弘之氏、一法師信武氏および有識

者として木下德明氏、宮下卓也氏が就任しております。  

  当社に対する買収提案がなされた場合、当社は、すみやかに取締役会決議に基づき特別委員会を開

催します。特別委員会は、新株予約権細則に定められる手続に従い、自らまたは当社をして買収者か

ら買収目的、買収後の経営方針、経営施策、買付条件の詳細等の買収提案に関する情報および資料を

入手するなど十分な情報を収集するよう努め、買収提案の内容について検討等を行います。  

  特別委員会は、信託型ライツプランに関し、権利発動事由発生時点の延期に関する決定、買収を提

案する者を不適切な企業買収者としての性質を有しない者として権利を発動させない旨の決定、権利

発動事由発生後の行使条件充足の是非、新株予約権の消却等について、新株予約権細則に定められた

手続に従い決定し、当社取締役会に対する勧告を行います。当社取締役会は、この特別委員会の勧告

を最大限尊重して最終的に決定を行うものとされています。  

  特別委員会の決定は、委員の過半数が出席し、その過半数をもってこれを行うものとしています。

また、特別委員会の判断が適切になされることを確保するため、特別委員会は、当社の費用負担によ

り、外部の専門家（投資銀行、証券会社、弁護士その他の専門家を含みます。）の助言を得ることが

できるものとされています。 

  

(2) 「新株予約権等の状況」に記載しております。  

  

 
  

当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成20年６月30日 ― 35,022 ― 8,145 ― 7,697

(5) 【大株主の状況】
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当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することが

できませんので、直前の基準日である平成20年３月31日の株主名簿により記載しております。 
  

平成20年３月31日現在 

 
(注)「単元未満株式」欄の普通株式には、当社保有の自己株式 26株が含まれております。  

  

平成20年３月31日現在 

 
  

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、本四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 

  

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
 (自己保有株式)
普通株式     
        3,975,700

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式     
       30,979,200

309,792 ―

単元未満株式
普通株式     
           67,946

― ―

発行済株式総数      35,022,846 ― ―

総株主の議決権 ― 309,792 ―

② 【自己株式等】

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式)

株式会社タチエス
東京都昭島市 
松原町三丁目３番７号

3,975,700 ― 3,975,700 11.4

計 ― 3,975,700 ― 3,975,700 11.4

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年 
４月 ５月 ６月

最高(円) 970 1,079 1,232

最低(円) 797 827 1,075

３ 【役員の状況】
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当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、当第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）は、「財務諸表等の

用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日 内閣府令第50

号）附則第７条第１項第５号ただし書きにより、改正後の「四半期連結財務諸表規則」を早期に適用して

おります。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結累計期間(平成20年４月

１日から平成20年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表について、あらた監査法人による四半期レビ

ューを受けております。 

  

第５ 【経理の状況】

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

２ 監査証明について
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1 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円） 

当第１四半期連結会計期間末 
(平成20年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

資産の部 

流動資産 

現金及び預金 7,826 11,402 

受取手形及び売掛金 38,734 37,969 

有価証券 252 242 

製品 1,850 1,778 

仕掛品 566 553 

原材料及び貯蔵品 5,476 5,320 

その他 4,599 3,704 

貸倒引当金 △28 △28 

流動資産合計 59,278 60,944 

固定資産 

有形固定資産 

建物及び構築物 12,270 11,714 

機械装置及び運搬具 10,551 10,337 

その他 8,341 8,688 

有形固定資産合計 ※1 31,163 ※1 30,740 

無形固定資産 1,722 2,006 

投資その他の資産 

投資有価証券 15,615 14,493 

その他 2,145 1,985 

貸倒引当金 △73 △119 

投資その他の資産合計 17,687 16,359 

固定資産合計 50,573 49,106 

資産合計 109,851 110,050 

負債の部 

流動負債 

支払手形及び買掛金 39,369 39,876 

短期借入金 1,185 1,388 

未払法人税等 659 1,160 

役員賞与引当金 － 35 

その他 9,331 9,190 

流動負債合計 50,545 51,650 
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（単位：百万円） 

当第１四半期連結会計期間末 
(平成20年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

固定負債 

長期借入金 2,657 2,701 

退職給付引当金 1,516 1,524 

役員退職慰労引当金 384 455 

負ののれん 9 10 

その他 4,071 4,024 

固定負債合計 8,639 8,717 

負債合計 59,185 60,368 

純資産の部 

株主資本 

資本金 8,145 8,145 

資本剰余金 7,699 7,699 

利益剰余金 32,633 30,941 

自己株式 △3,570 △3,570 

株主資本合計 44,907 43,216 

評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金 1,112 631 

為替換算調整勘定 △62 1,157 

評価・換算差額等合計 1,050 1,788 

少数株主持分 4,708 4,677 

純資産合計 50,666 49,682 

負債純資産合計 109,851 110,050 
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(2) 【四半期連結損益計算書】

（単位：百万円） 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日) 

売上高 65,092 

売上原価 61,486 

売上総利益 3,605 

販売費及び一般管理費 

従業員給料及び手当 721 

その他 2,221 

販売費及び一般管理費合計 2,943 

営業利益 662 

営業外収益 

受取利息 37 

受取配当金 82 

負ののれん償却額 0 

持分法による投資利益 579 

雑収入 157 

営業外収益合計 858 

営業外費用 

支払利息 59 

雑支出 9 

営業外費用合計 69 

経常利益 1,451 
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（単位：百万円） 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日) 

特別利益 

固定資産売却益 5 

特別利益合計 5 

特別損失 

固定資産処分損 61 

特別損失合計 61 

税金等調整前四半期純利益 1,394 

法人税、住民税及び事業税 623 

法人税等調整額 △14 

法人税等合計 608 

少数株主利益 67 

四半期純利益 718 
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

（単位：百万円） 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー 

税金等調整前四半期純利益 1,394 

減価償却費 1,205 

負ののれん償却額 △0 

貸倒引当金の増減額（△は減少） 0 

受取利息及び受取配当金 △120 

支払利息 59 

持分法による投資損益（△は益） △579 

固定資産処分損益（△は益） 56 

売上債権の増減額（△は増加） △977 

たな卸資産の増減額（△は増加） △475 

仕入債務の増減額（△は減少） △942 

その他 △945 

小計 △1,326 

利息及び配当金の受取額 246 

利息の支払額 △43 

法人税等の支払額 △1,226 

営業活動によるキャッシュ・フロー △2,350 

投資活動によるキャッシュ・フロー 

有価証券の純増減額（△は増加） △4 

有形固定資産の取得による支出 △1,453 

有形固定資産の売却による収入 6 

子会社への出資による支出 △466 

その他 808 

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,109 
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（単位：百万円） 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー 

短期借入金の純増減額（△は減少） △170 

自己株式の売却による収入 0 

自己株式の取得による支出 △0 

少数株主への配当金の支払額 △130 

配当金の支払額 △139 

その他 13 

財務活動によるキャッシュ・フロー △428 

現金及び現金同等物に係る換算差額 312 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △3,575 

現金及び現金同等物の期首残高 11,502 

現金及び現金同等物の四半期末残高 7,926 
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当第１四半期連結会計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日) 

該当事項はありません。 

  

 

  

 
  

【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第１四半期連結会計期間
(自 平成20年４月１日  至 平成20年６月30日)

会計方針の変更

(1) 棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

通常の販売目的で保有するたな卸資産の評価は、従来、主として総平均法による原価法または、個

別法による原価法によっておりましたが、当第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する

会計基準」（企業会計基準委員会 平成18年７月５日 企業会計基準第９号）が適用されたことに伴

い、主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法）または個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法）に変更しております。

これにより、従来の方法によった場合に比べて、売上総利益及び営業利益、経常利益及び税金等調

整前四半期純利益が11百万円それぞれ減少しております。

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。

(2) 連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱いの適用

当第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面

の取扱い」（企業会計基準委員会 平成18年５月17日 実務対応報告第18号）を適用し、連結決算上

必要な修正を行っております。

この修正において、当第１四半期連結会計期間期首の利益剰余金は1,128百万円増加しておりま

す。また、従来の方法によった場合に比べて、営業利益が9百万円増加し、経常利益及び税金等調整

前四半期純利益がそれぞれ81百万円減少しております。

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。

【簡便な会計処理】

当第１四半期連結会計期間
(自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日)

１ 固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方

法によっております。

２ 法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

法人税等の納付税額の算定については、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定する方

法によっております。 

 繰延税金資産の回収可能性の判断については、前連結会計年度末以降に経営環境等に著しい変化が生じ

ておらず、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度において

使用した将来の業績予想やタックス・プランニングを利用する方法によっております。

３ 連結会社相互間の債権債務及び取引の相殺消去

連結会社相互間の債権と債務を相殺消去するにあたり、当該債権の額と債務の額に差異が見られる場合

には、合理的な範囲内で当該差異の調整を行わないで債権と債務を相殺消去しております。

また、連結会社相互間の取引を相殺消去するにあたり、取引金額に差異がある場合で当該差異の重要性

が乏しいときには、親会社の金額に合わせる方法により相殺消去しております。
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当第１四半期連結会計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日) 

該当事項はありません。 

  

 
  

 
  

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末 
(平成20年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 37,755百万円 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 36,839百万円

 

 

 ２ 偶発債務

関係会社等の金融機関等からの借入金等に

対して、次の通り債務保証を行っておりま

す。

タックル シーティング  
UK Limited

501百万円
[ 2,362千GBP]

フジ オートテック
U.S.A. LLC

412百万円
[ 3,876千US$]

広州富士機工汽車部件 
有限公司

124百万円
[ 8,015千RMB]

タチエスサービス㈱ 3百万円

従業員 1百万円

計 1,043百万円

関係会社のリース契約に対する債務保証は

次のとおりであります。

フジ オートテック
U.S.A. LLC

219百万円
[ 2,062千US$]

計 219百万円

 

 

 ２ 偶発債務

関係会社等の金融機関等からの借入金等に

対して、次の通り債務保証を行っておりま

す。

タックル シーティング  
UK Limited

472百万円
[ 2,362千GBP]

フジ オートテック
U.S.A. LLC

405百万円
[ 4,050千US$]

広州富士機工汽車部件 
有限公司

114百万円
[ 8,015千RMB]

タチエスサービス㈱ 2百万円

従業員 1百万円

計 996百万円

関係会社のリース契約に対する債務保証は

次のとおりであります。

フジ オートテック
U.S.A. LLC

217百万円
[ 2,170千US$]

計 217百万円

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日  至 平成20年６月30日)

 

  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 7,826 百万円

有価証券 252

   計 8,079

取得日から償還日までが３ヶ月を

超える短期投資等
△152

現金及び現金同等物 7,926
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当第１四半期連結会計期間末（平成20年６月30日）及び当第１四半期連結会計(累計)期間(自 平成

20年４月１日 至 平成20年６月30日) 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

 
  

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配

当の効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの 

  該当事項はありません。 

  

５ 株主資本の著しい変動に関する事項 

当第１四半期連結会計期間より「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面

の取扱い」（企業会計基準委員会 平成18年５月17日 実務対応報告第18号）を適用したことに伴

い、11億2千8百万円を利益剰余金の増加として処理しております。  

 なお、主な増加理由は、メキシコ法人であるインダストリア デ アシエント スペリオ

ル S.A.DE C.V.において、従来、その財務諸表は同国の会計原則に準拠したインフレーション会計

によって作成しておりましたが、当第１四半期連結会計期間より国際財務報告基準に変更したこと

により生じたものであります。 

  

所有権移転外ファイナンス・リース取引について通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行って

おりますが、当四半期連結会計期間におけるリース取引残高は前連結会計年度末に比べて著しい変動が

認められないため、記載しておりません。 

  

(株主資本等関係)

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 35,022,846

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 3,976,036

決議 株式の種類 配当の原資
配当金
の総額 
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

 平成20年６月27日 
 定時株主総会

普通株式 利益剰余金 155 5 平成20年３月31日 平成20年６月30日

(リース取引関係)
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該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

(有価証券関係)

 当第１四半期連結会計期間末(平成20年６月30日)

   その他有価証券で時価のあるもの

区分 取得原価(百万円)
四半期連結貸借対照表

計上額(百万円)
差額(百万円)

① 株式 3,936 5,800 1,863

② 債券 250 251 1

③ その他 163 167 4

計 4,349 6,218 1,869

(デリバティブ取引関係)

(ストック・オプション等関係)

‐26‐



当第１四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日) 

 
(注) １ 事業区分の方法 

自動車等の座席及び関連製品の製造・販売に関する事業と、これと全く性質を異にする不動産賃貸に関

する事業とに区分しております。  

２ 各事業の主な製品等  

①自動車座席事業等・・・自動車座席・部品の製造・販売及び開発支援、その他製品の製造・販売他  

②不動産関連事業・・・・不動産賃貸事業 

３ 通常の販売目的で保有するたな卸資産の評価は、従来、主として総平均法による原価法または、個別法

による原価法によっておりましたが、当第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成18年７月５日 企業会計基準第９号）が適用されたことに伴い、主とし

て総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）または

個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）に変更して

おります。 

これにより、従来の方法によった場合と比べ、「自動車座席事業等」の営業利益は11百万円減少してお

ります。  

４ 当第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取

扱い」（企業会計基準委員会 平成18年５月17日 実務対応報告第18号）を適用し、連結決算上必要な

修正を行っております。 

これにより、従来の方法によった場合と比べ、「自動車座席事業等」の営業利益は9百万円増加してお

ります。  

  

(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

自動車座
席事業等 
(百万円)

不動産
関連事業 
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結
(百万円)

 売上高

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高

64,941 151 65,092 ― 65,092

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 64,941 151 65,092 ― 65,092

 営業利益 801 85 886 (224) 662
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当第１四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日) 

 
(注) １ 国別により区分しております。  

２ 通常の販売目的で保有するたな卸資産の評価は、従来、主として総平均法による原価法または、個別法

による原価法によっておりましたが、当第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成18年７月５日 企業会計基準第９号）が適用されたことに伴い、主とし

て総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）または

個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）に変更して

おります。  

これにより、従来の方法によった場合と比べ、「日本」の営業利益は11百万円減少しております。  

３ 当第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取

扱い」（企業会計基準委員会 平成18年５月17日 実務対応報告第18号）を適用し、連結決算上必要な

修正を行っております。 

これにより、従来の方法によった場合と比べ、営業利益は、「カナダ」にて20百万円減少し、「メキシ

コ」にて29百万円増加しております。 

  

当第１四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日) 

 
(注) １ 国別に区分しております。 

２ その他に属する国の内訳は、中国・英国・タイ・マレーシア等であります。  

３ 海外売上高は当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。  

  

【所在地別セグメント情報】

日本 
(百万円)

米国 
(百万円)

カナダ
(百万円)

メキシコ
(百万円)

フランス
(百万円)

中国
(百万円)

計 
(百万円)

消去又 
は全社 
(百万円)

連結
(百万円)

 売上高

 (1) 外部顧客 
   に対する 
   売上高

36,474 13,667 7,136 5,424 140 2,248 65,092 ― 65,092

 (2) セグメント  
   間の内部 
   売上高又 
   は振替高

969 454 13 384 ― 606 2,428 (2,428) ―

計 37,444 14,122 7,149 5,808 140 2,854 67,520 (2,428) 65,092

 営業利益又は 
  営業損失(△)

803 214 △152 △199 △24 243 884 (  221) 662

【海外売上高】

米国 カナダ メキシコ その他 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 13,695 7,136 5,397 2,611 28,840

Ⅱ 連結売上高(百万円) ― ― ― ― 65,092

Ⅲ 連結売上高に占める
  海外売上高の割合(％)

21.0 11.0 8.3 4.0 44.3
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該当事項はありません。 

  

１ １株当たり純資産額 

 
  

２ １株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 

 
   (注) １ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、希薄化効果を有する潜在株式がないため 

     記載しておりません。 

   ２ １株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎 

 
  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

(企業結合等関係)

(１株当たり情報)

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末 
(平成20年３月31日)

1,480円28銭 1,449円57銭

当第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日  
 至 平成20年６月30日)

１株当たり四半期純利益 23円14銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―

項目
当第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日  
 至 平成20年６月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 718

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 718

普通株主に帰属しない金額(百万円) ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 31,047

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益の算定に含まれなかった潜在
株式について前連結会計年度末から重要な変動が
ある場合の概要

―

(重要な後発事象)

２【その他】
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該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】
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平成20年８月８日

株 式 会 社 タ チ エ ス 

取 締 役 会 御 中 

  
 

  
 

  
 

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社タチエスの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間

（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対

照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。

この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸

表に対する結論を表明することにある。  

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社タチエス及び連結子会社の平成20

年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

  

追記情報  

  会社は、「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載しているとおり、当

第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」

（企業会計基準委員会 平成18年５月17日 実務対応報告第18号）を適用している。  

 

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。  

  

以 上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

あらた監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士 友田 和彦

指定社員 
業務執行社員

公認会計士 加藤 達也

※ １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。




